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スクエアツウ･ジャパン株式会社の子会社化に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 22 年 5 月 12 日開催の取締役会において、スクエアツウ･ジャパン株式会社の  

株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
 

記 
 
１．株式取得の理由 

 当社は、ゴルフクラブのリユース事業の黎明期より中古ゴルフクラブの買取り・販売を主た

る営業目的とする「ゴルフ･ドゥ！」直営店及びフランチャイズチェーンの本部運営を柱に事業

の拡大に努めてまいりました。しかしながら、一昨年のリーマンショック後、消費の落ち込み

等の影響を受け、当社のみならずゴルフ業界全般を取り巻く経営環境は非常に厳しい状況と 

なっております。 

このような状況下におきましても、当社は、平成 18 年上場以来、連続で売上高は堅調に推移

してまいりましたが、更なる飛躍を目指し、商品調達力を強化することで競争力を高め、継続

的な業績拡大を図ることを重要な経営戦略として位置付けています。 

このたび、グループ会社としてのメリットを最大限に生かし相乗効果を大いに期待できるも 

のとして、スクエアツウ･ジャパン株式会社及び同社の 100％子会社である The Golf 

Exchange,Inc（米国）の株式を取得し、子会社化することといたしました。   

スクエアツウ･ジャパン株式会社及び同社の 100％子会社である The Golf Exchange,Inc（米

国）は、小売事業よりも、卸売事業に強みを有する会社であり、当社とのシナジー効果により

更なる事業拡大が期待できます。 

 

２．移動する子会社の概要 

  （ 1）商 号    スクエアツウ･ジャパン株式会社 

  （ 2）代表者  代表取締役社長 村上 茂 

  （ 3）所在地  愛知県名古屋市中区栄二丁目 13 番 1 号 白川ビル 1 階 

  （ 4）設 立  昭和 52 年 4 月 

  （ 5）事業内容 ゴルフクラブ・ゴルフ用品の小売事業及び卸売事業 

  （ 6）決算期   9 月 30 日 

  （ 7）従業員数  8 名 

  （ 8）事業所  The Golf Exchange,Inc（米国） 

※スクエアツウ･ジャパン株式会社の 100％子会社です。 

  （ 9）資本金  10,000 千円 



   （10）発行済株式総数      13,800 株 

   （11）大株主構成及び所有割合  日本アジア投資株式会社（100％所有） 

   （12）最近 3 年間の連結経営成績及び財政状態 

                                   （単位＝千円） 

 平成 19 年 9 月期 平成 20 年 9 月期 平成 21 年 9 月期 

連結売上高 1,682,024 1,719,518 1,497,792 

連結売上総利益 222,033 223,672 183,111 

連結営業利益 41,189 53,546 37,177 

連結経常利益 41,256 58,848 39,987 

連結当期純利益 35,860 47,018 29,382 

連結純資産 122,222 135,113 127,579 

連結総資産 400,576 450,175 304,037 

 

３．株式の取得先 

  （1）商 号    日本アジア投資株式会社 

  （2）代表者    代表取締役社長 松本 守祥 

  （3）所在地    東京都千代田区神田錦町三丁目 11 番地     

（4）事業内容   投資業務、投資事業組合等の管理業務、コンサルティング業務、金融

業務 

  （5）当社との関係 人的関係、資本関係及び取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

  （1）異動前の所有株式数     0 株（所有割合 0％） 

  （2）取得株式数       13,800 株（取得価格 195,000 千円） 

  （3）異動後の取得株式数     13,800 株（所有割合 100％） 

  （4）取得価格の算定根拠 

公平性と妥当性を期すため、独立した第三者が算定した平成 22 年 2 月末時点の財務

諸表を前提とした修正純資産法（及び将来的な収益力を見積もって株式を算定する

DCF 法）などによる評価額を基に当社との事業シナジー等を勘案して算定しておりま

す。 

 

５．日程 

  平成 22 年 5 月 12 日 取締役会決議 

  平成 22 年 5 月 18 日 株券引渡し期日（予定） 

 

６．今後の見通し 

   同社の子会社化により、当社は平成 23 年 3 月期 第１四半期より連結財務諸表作成会社

となりますので、平成23年3月期連結業績予想及び個別業績に与える影響につきましては、

精査の上、詳細が確定次第お知らせいたします。 

以上 
 

 


